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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

国、保険会社及びJA共済が⾏う運⽤益事業の精査に係るスケジュールについて 

時期 検討・説明の機会 検討・説明事項 
平成２３年６⽉３０⽇ あり⽅懇談会 ①精査スケジュール 

②三者の運⽤益事業の役割分担の考 
 え⽅ 
③三者の具体の事業内容（対⽐表） 

平成２３年７⽉〜１１⽉ 三者による検討 ①⾒直しの⽅向性案 
平成２３年１２⽉ あり⽅懇委員有志・代理による会議 ①⾒直しの⽅向性案 

平成２４年１⽉ ⾃賠責審議会 ①⾒直しの⽅向性案 

平成２４年２⽉〜４⽉ 三者による検討 ①事業の具体的な精査案 

平成２４年５⽉ あり⽅懇委員有志・代理による会議 ①事業の具体的な精査案 

平成２４年６⽉ あり⽅懇談会 ①事業の具体的な精査案 

平成２５年１⽉ ⾃賠責審議会 ①事業の具体的な精査案 
②これを踏まえた平成２５年度予算 
 案 
☆保険料率引上げ？ 

平成２５年４⽉〜 ・保険料率引上げ？ 
・精査された運⽤益事業の実施 

※「三者」とは、国、保険会社及びJA共済を指す。 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

⾃賠責保険（共済）における運⽤益事業の考え⽅ 

 ⾃賠責保険（共済）は、保険⾦（共済⾦）の⽀払いによって、被害者に⽣ずる損害を基本保障する制度だ
が、保険⾦（共済⾦）の⽀払いだけでは、全ての被害者が⼗分な救済を受けられない。このため、昭和４０
年代以降、⾃賠責審議会の答申に基づき、保険料（共済掛⾦）の運⽤益を活⽤した各種事業を実施。 

○⾃動⾞損害賠償保障法 第２８条の３ 
保険会社は、保険業法第百⼗六条の規定にかかわらず、責任保険の事業から⽣じた収⽀差額及び運⽤
益については、その全額を主務省令で定める準備⾦として積み⽴てるものとする。この場合において、
積み⽴てた準備⾦は、責任保険の事業の収⽀の不⾜のてん補に充てる場合その他主務省令で定める場
合を除き、取り崩してはならない。 
 
○⾃動⾞損害賠償保障法第⼆⼗⼋条の三第⼀項に規定する準備⾦の積⽴て等に関する命令 
第２条 
法第⼆⼗⼋条の三第⼀項の主務省令で定める場合は、次の各号に掲げる場合とする。 
 ⼀  責任保険の収⽀の改善⼜は⾃動⾞事故被害者の保護の増進に資する⾃動⾞事故防⽌対策、救急医
療体制の整備、⾃動⾞事故被害者対策、後遺障害認定対策、医療費⽀払適正化対策その他の対策に要
する費⽤を拠出するため、前条第四号に規定する運⽤益積⽴⾦を取り崩す場合 

   

保険会社 
（組合） 

事故被害者 

保険（共済） 
契約者 

（⾃動⾞ユーザー） 

保険料 

保険⾦ 

⾃動⾞安全特会 
（事故対策勘定） 

積⽴⾦ 
国、⺠間の運⽤益事業 

 
 

 

再保険運⽤益の9/20 

保険収⽀の改善 
（ユーザー還元） 

準備⾦ 

参照条⽂ 

○⾃動⾞損害賠償保障法 附則第４項 
国⼟交通⼤⾂は、被害者保護の増進を図るとともに、⾃動⾞事
故の発⽣の防⽌に資するため（略）⾃動⾞安全特別会計の⾃動
⾞事故対策勘定に帰属した資産を充てて⾏う被害者の保護の増
進⼜は⾃動⾞事故の発⽣の防⽌の対策に関する事業に関する
（略）⾃動⾞事故対策計画（略）を作成し、⼜は変更するもの
とする。 
○特別会計に関する法律 附則第６２条 
⾃動⾞事故対策勘定において（略）⾃動⾞事故対策計画を安定
的に実施するために必要な⾦額を、積⽴⾦として積み⽴てるも
のとする。 

国の運⽤益事業 
⺠間の運⽤益事業 ※共済についても準⽤規定あり 

具体的な事業の例 

 遷延性意識障害者等の重度後遺障害者の治療・看護 
 被害者及びその家族等の介護⽀援・⼼のケア 
 救急医療体制の整備 
 ⾃動⾞事故被害者等への無料相談体制の整備 
 ASV・ドラレコの普及等、⾃動⾞事故の発⽣防⽌ 

政府再保険時代に払い込まれた保険料（共済掛⾦）の累積
運⽤益のうち9/20を積み⽴てた基⾦を活⽤ 

■国の運⽤益事業 

⾃賠責保険（共済）事業の準備⾦から⽣ずる運⽤益を活⽤
（保険収⽀の改善とあわせて実施） 

■⺠間の運⽤益事業 
（共済掛⾦） 

（共済⾦） 

約8,000億円 

約200億円 

具体的な使途の選定については、
有識者の意⾒を踏まえて決定 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

運⽤益事業に関する主な答申 

４ 責任保険制度の改善 
 ⼆ 交通救急医療体制の整備充実 
  （略）滞留資⾦の運⽤益等を活⽤して、専⾨医育成の援助、

救急病院の設置、救急医療施設に対する助成等により積極的
に救急医療体制の整備に寄与すべきである。なお、この種の
措置は、責任保険制度の限界を越えるものではなく、⻑期的
にはその運営と⽀払の合理化につながるものであることに留
意すべきである。 

 
 九 滞留資⾦の運⽤益 
  (略）滞留資⾦の運⽤益については、今後は保険料負担の軽

減にあてるほか、前述のように救急医療体制の整備充実等交
通事故対策にも活⽤すべきである。 

滞留資⾦の運⽤益については、保険収⽀改善のための財源にあて
るほか、救急医療施設に対する助成、専⾨医育成のための援助等
救急医療体制の整備充実、交通事故防⽌対策等に引き続き活⽤す
ることが適当である。 

滞留資⾦の運⽤益の今後の使途については、保険収⽀の動向をも
勘案し、将来の収⽀改善のための財源として留保しておくことを
考慮するほか、救急医療体制の整備及び交通事故防⽌対策等への
活⽤については効率的に⾏うことが適当である。 

⾃賠審答申（昭和44年10⽉7⽇）〔抄〕 

⾃賠審答申（昭和48年11⽉16⽇）〔抄〕 

⾃賠審答申（昭和53年6⽉12⽇）〔抄〕 

今後発⽣する滞留資⾦の運⽤益の使途については、責任保険の収
⽀の動向をも勘案し、将来の収⽀改善のための財源として留保し
ておくことを考慮するとともに、交通事故防⽌対策、救急医療体
制の整備、⾃動⾞事故被害者救済対策の充実並びに前記の医療費
⽀払適正化及び後遺障害認定対策等の責任保険の収⽀改善や被害
者保護の増進等に資する対策に効果的に活⽤することが適当であ
る。 

⾃賠審答申（昭和59年12⽉19⽇）〔抄〕 

⾃賠審答申（平成2年11⽉29⽇）〔抄〕 

今後発⽣する滞留資⾦の運⽤益の使途については、昭和５９年の
本審議会の答申で指摘したとおり、将来の収⽀改善のための財源
として留保しておくことを考慮するとともに、交通事故防⽌対策、
救急医療体制の整備等に資する対策に効果的に活⽤することが適
当である。 

⾃賠審答申（平成4年12⽉14⽇）〔抄〕 

今後発⽣する滞留資⾦の運⽤益の使途については、前回の答申に
おいても指摘したとおり、将来の収⽀改善のための財源として留
保しておくことを考慮するとともに、交通事故防⽌対策、救急医
療体制の整備、⾃動⾞事故被害者救済対策等に資する対策に効果
的に活⽤することが適当である。 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

運⽤益事業に関する主な答申 

⒍ 運⽤益活⽤事業の⾒直し 
⑴ 交通事故の状況が深刻化する中、交通事故防⽌対策、被害者救済対
策等の事業⾃体の重要性は⼀層⾼まっていると考えられ、そうした中、
⾃賠責保険・再保険の運⽤益を活⽤して⾏っている事業は、総合的な
交通安全対策や社会保障政策等の中で⼀定の役割を果たしている。 
 しかしながら、⼀⽅で、これらの事業は、本来、総合的な交通安全

対策や社会保障政策等の⼀環として⾏われるべきものであり、損害賠
償責任保険という⾃賠責保険の趣旨及び枠組みを前提に考えれば、こ
れを⾃賠責保険の保険料を原資として⾏うことは適当ではないという
考え⽅もあるところである。 
 こうした点を踏まえれば、現在、運⽤益を活⽤して⾏っている各事

業については、特別会計分、保険会社分の事業の全般にわたって幅広
く⾒直しを⾏い、⾃賠責保険を補完するものとして⾃賠責保険の体系
の中で⾏うことが適当かどうか検討し、その上で必要な事業は実施す
るとともに、その他の事業については事業の廃⽌、縮減等を⾏う必要
がある。 

⑵ 現在、特別会計では、⾃動⾞事故対策センターによる⾃動⾞アセス
メント、運転者に対する適性診断、療護センターの設置・運営等の事
業、各種の⾃動⾞事故対策費の補助等を実施している。これらの事業
に関しては、既存事業を中⼼に⽬標を定めた効率化、適正化に努め、
必要な事業については充実を図ると共に、その他の事業については廃
⽌・縮減を⾏っていく必要がある。また、新規の事業についても政策
⽬標の策定、政策効果の測定を明確な形で実施することが必要である。
 適性診断等の事故防⽌対策については、受益者負担の拡⼤を図りつ

つ、事故防⽌の効果の⾼い分野に重点を置いて実施する等の⾒直しを
図る必要がある。また、療護センターについては、交通事故で重度の
後遺障害に陥った被害者の救済に役割を果たしているが、今後は、現
在計画している増床を進めるとともに、短期⼊院制度や在宅介護の⽀
援を実施する⼀⽅、効率的な経営の推移等に努める必要がある。 

保険会社の運⽤益を活⽤して⾏っている事業の⽀出総額は、近年、
縮減されているが、今後とも、事業の重要性等を常に厳しく⾒直し、
必要な事業について充実を図るとともに、その他の事業について廃
⽌・縮減を⾏っていく必要がある。 

  そうした中で、⽇弁連交通事故相談センターや交通事故紛争処理
センターへの⽀出等については、前述のとおり、より充実を図って
いくべきである。 

  また、⺠間医療機関の医師等に対する⾃賠責保険の制度や運⽤等
に関する研修の実施や短期⼊院についての協⼒医療機関の制度の普
及のための⽀出、交通事故による脳損傷等に関連する研究への助成
の充実等も検討すべきである。 
 なお、各事業の実施に当たっては、政府が⾏っている他の交通安
全施策等との調整、特別会計分、保険会社分、共済分の事業相互間
の調整等に配慮すべきである。 

 
⑶ 現在、再保険の運⽤益を活⽤して⾏っている事業のうち、今後と
も⾃賠責保険の体系の中で⾏うことが適当と認められる事業の政府
再保険廃⽌後の財源については、広く国⺠等の理解を得て、賦課⾦
等といった新たな安定的な財源を検討すべきである。 

 
⑷ 現在、特別会計の事業は特別会計予算として財政当局との調整を
経た上で国会での審議・議決によって、⽀出内容、⾦額が決定され
ている。⼀⽅、保険会社の運⽤益の使途に関する基本的な考え⽅は
省令に規定されており、また各年度の具体的な⽀出内容は、(社)⽇本
損害保険協会(以下「損保協会」という。)が「⾃賠責保険運⽤益使途
選定委員会」の審議を経て決定している。 

  今後は特別会計分、保険会社分とも、その使途をより明確にする
とともに、決定プロセスの透明性を⾼める観点から、当審議会でも
⼗分議論を⾏うようにすべきである。 

⾃賠審答申（平成12年6⽉28⽇）〔抄〕 

4 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

⺠間 

直接的な給付や 
指導事業 

・国は、被害者の保護の増進及び⾃動⾞事故の発⽣の防⽌を⾏う
責務を有する。 

・被害者救済事業、事故発⽣防⽌事業の中で、直接的な給付や指
導などの事業を⽀援する。 

  →ex 重度後遺障害者に対する介護料の⽀給・サービス提供 
     ドライバーに対する安全運転の働きかけ 

分担 事業 

共同事業 

・被害者救済事業、事故発⽣防⽌事業の中
でも、先駆的なもの、⽔準向上を図るも
の（研究、研修）など、国による被害者
救済、事故発⽣防⽌の取組みを補完し、
⽀援し、⼜はその呼び⽔となるような事
業を⽀援する。 

   →ex 被害者救済のための調査・研究 
      飲酒運転撲滅に向けた取組み⽀援 

○⼀定の規模で⾏わないと事業が成⽴しな
い事業については、共同で実施する 

   →ex 交通遺児育成基⾦ 

○⼀定の役割分担に従って、共同で事業を実施する 
  ex   国 ：全国で幅広い事項について相談体制を確保するため、被害者の法律相談を  

⽀援 
              ⺠間：個別具体の事案の解決に向け、保険⾦⽀払いの⽰談・あっ旋を⽀援 

※⺠間が⾏う事業のうち、
地⽅部における事業実
施を確保するものにつ
いては、ＪＡ共済が実
施する。 

⺠間における準備⾦の取崩し： 
   責任保険の収⽀の改善⼜は⾃動⾞事故被害者

の保護の増進に資する⾃動⾞事故防⽌対策、救
急医療体制の整備、⾃動⾞事故被害者対策、後
遺障害認定対策、医療費⽀払適正化対策その他
の対策に要する費⽤の拠出に限られている（法
第28条の3第1項、⾃動⾞損害賠償保障法第⼆
⼗⼋条の三第⼀項に規定する準備⾦の積⽴て等
に関する命令第2条第1号）。 

国 

直接的な給付や 
指導事業 

共同事業 

分担 事業 

国の被害者救済等を
補完し、⽀援し、⼜
はその呼び⽔となる
ような先駆的、⽔準
向上に資する事業 

⾃動⾞事故対策勘定補助事業と⺠間運⽤益拠出事業の役割分担について 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

⾃賠責審議会議事要旨抜粋（国・⺠間の運⽤益の精査等の関係） 
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第１２9回⾃賠審（平成23年1⽉20⽇） 

【⻄原委員】 
国と⺠間で⾏う運⽤益事業は「あり⽅懇」で精査を⾏っ
て頂きたい。 
【国交省（⼋⽊保障課⻑）】 
あり⽅懇は、被害者救済の充実について議論する場であ
る。保険料率引上げとの関係で（財源を同じくする）⺠
間の運⽤益事業について⾒直すということであるから、
保険料率引上げを議論したこの⾃賠審の流れで、保険事
業の⼀環のものとして⾒直すべき。ただ、⾒直しの結果
をあり⽅懇で報告して頂くことはやぶさかではない。 
【⾦融庁】 
⾦融庁もあり⽅懇に参加する。運⽤益事業実施主体をき
ちんと監督する。 
【⻄原委員】 
いずれにせよ、連携してやってほしい。  

第１２５回⾃賠審（平成20年1⽉18⽇） 

【広重委員（（財）⽇本消費者協会）】 
⾃賠責保険の特徴としては、保険料を負担している⼈た
ちだけが対象になるわけではなく、交通事故の被害者全
体が対象になる。⽇ごろはこういった事業にかかわりの
ない⽅たちもこれを利⽤するということができるが、そ
れが知られていない。被害者の⽅にとってのこれらの事
業というのは、⼤変価値のある、意味のある内容だとい
うことで評価したいと思うが、そのことを⽇常的に国⺠
全体に知らせていただくことにもぜひ気を配っていただ
きたい。 

【⾼橋委員（⽣活経済ジャーナリスト）】 
３者（注：国・損保・ＪＡ）からご説明をいただいた中で、
前回、ＪＡさんと⺠間保険会社でダブっている部分は調整
してくださいと申し上げた部分を誠実にやっていただいた
ことに対してお礼を申し上げる。 

第１２８回⾃賠審（平成23年1⽉14⽇） 

【⻄原委員（⾃動⾞総連）】 
⺠間が⾏う運⽤益事業は、拠出の必然性が感じられないも
のがある。事業の役割、中⾝について精査し、効率を⾼め
るよう検証すべきである。社費については我々も重⼤な関
⼼をもっている。コストダウンのインセンティブが働いて
いないのではないか。いつまでに、どのようにして⾒直す
のか。その過程においては、ユーザー団体も関与すべき。 
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